
記載例 
 

第一号様式（第二条関係）（日本産業規格Ａ列４番） 

 

（第一面） 

 

認  定  申  請  書 

（新 築 ／ 増 築・改 築） 

 

〇〇年〇〇月〇〇日 

 

   相模原市長 あて 
 
 

申請者の住所又は 

主たる事務所の所在地 

〇県〇市〇区〇町 

〇丁目〇番〇号 

申請者の氏名又は名称  

代 表 者 の 氏 名 〇〇 〇〇 

 

第１項 

 長期優良住宅の普及の促進に関する法律第５条  第２項 の規定に基づき、長期優良住宅建築等 

                       第３項 

計画について認定を申請します。この申請書及び添付図書に記載の事項は、事実に相違ありません。 
 

（本欄には記入しないでください。） 

受 付 欄 認 定 番 号 欄 決 裁 欄 

   年  月  日    年  月  日  

 

 
第        号 第        号 

係員氏名 係員氏名 

 

（注意） 

１．この様式において、「一戸建ての住宅」は、人の居住の用以外の用途に供する部分を有しな

いものに限り、「共同住宅等」とは、共同住宅、長屋その他の一戸建ての住宅以外の住宅をい

います。 

２．法第５条第２項の規定に基づく申請にあっては、一戸建て住宅等分譲事業者及び譲受人の両

者の氏名又は名称を記載してください。 

３．申請者（法第５条第２項に基づく申請にあっては、一戸建て住宅等分譲事業者又は譲受人）

が法人である場合には、代表者の氏名を併せて記載してください。 

４．共同住宅等に係る申請にあっては、第三面を申請に係る住戸（認定を求める住戸）ごとに作

成してください。 

  

該当する項目が分かるようにしてださい。 

※１項：申請者自身が維持保全を行う場合 

※３項：分譲事業者が先立って施工する場合 

登録住宅性能評価機関による長

期使用構造等の確認を活用する

場合、原則同じ名義での認定とな

ります。 



記載例 
 

（第二面） 

 

長 期 優 良 住 宅 建 築 等 計 画 

 

１．建築をしようとする住宅の位置、構造及び設備並びに規模に関する事項 

 〔建築物に関する事項〕 

【１．地名地番】相模原市〇区〇町〇丁目〇番〇号 

【２．敷地面積】        150.00 ㎡ 

【３．工事種別】 ■新築  □増築・改築 

【４．建築面積】       80.00 ㎡ 

【５．床面積の合計】     120.00 ㎡ 

【６．建て方】 ■一戸建ての住宅  □共同住宅等 

  【一戸建ての住宅の場合：各階の床面積】  1 階 60.00 ㎡  2 階 50.00 ㎡  

  【共同住宅等の場合：住戸の数】 建築物全体          戸 

                  認定申請対象住戸       戸 

【７．建築物の高さ等】 

  【最高の高さ】8.00m 

  【最高の軒の高さ】7.00m 

  【階数】 （地上）   2 階 (地下)     階 

【８．構造】      木造  一部       造 

【９．長期使用構造等に係る構造及び設備の概要】 

「別添確認書による」又は「別添住宅性能評価書による」のいずれかを記入 

【10．確認の特例】 

  法第６条第２項の規定による申出の有無  ■無  □有 

【11. 住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第５項の適用の有無】 

住宅の品質確保の促進等に関する法律（平成 11 年法律第 81 号）第６条の２第３項

又は第４項の規定により、その住宅の構造及び設備が長期使用構造等である旨が記載

された確認書（住宅の品質確保の促進等に関する法律施行規則（平成 12 年建設省令第

20 号）第７条の４第１項第１号に規定する別記第 11 号の４様式）若しくは住宅性能評

価書又はこれらの写しの添付の有無  □無  ■有 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

建築基準法上の面積を記載 

（附属建築物を除く） 

車庫・バルコニー・階段等の面積を 

除いた各階の延床面積を記載 

（設計内容チェックリストと整合） 

９.で別添資料を添付した場

合「有」にチェック 

登録住宅性能評価機関による

長期使用構造等の確認を活用

する場合、添付する資料にあ

わせて記載 

建築物確認申請を 

併願申請する場合には 

「有」にチェック 

委任状及びその他の書類と 

整合をとってください。 
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（注意） 

１．【６．建て方】の欄は、該当するチェックボックスに「」マークを入れてください。 

２．【９．長期使用構造等に係る構造及び設備の概要】の欄について、【11. 住宅の品質確保の促

進等に関する法律第６条の２第５項の適用の有無】の欄で「無」に「」マークを入れた場合に

おいては、設計内容説明書を提出してください。 

３．【10．確認の特例】の欄は、認定の申請に併せて建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）

第６条第１項の規定による確認申請書を提出して適合審査を受けるよう申し出る場合におい

ては「有」に、申し出ない場合においては「無」に「」マークを入れてください。 

４．【11. 住宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第５項の適用の有無】の欄は、住

宅の品質確保の促進等に関する法律第６条の２第３項又は第４項の規定により、その住宅の

構造及び設備が長期使用構造等である旨が記載された確認書若しくは住宅性能評価書又はこ

れらの写しを添付して申請する場合においては「有」に、添付しないで申請する場合におい

ては「無」に「」マークを入れてください。 

５．この面は、建築確認等他の制度の申請書の写しに必要事項を補うこと等により記載すべき

事項の全てが明示された別の書面をもって代えることができます。 
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（第三面） 

 

〔申請に係る住戸に関する事項〕 

【１．住戸の番号】 

【２．住戸の存する階】        階 

【３．専用部分の床面積】       ㎡ 

【４．当該住戸への経路】 

  【共用階段】   □無  □有 

  【共用廊下】   □無  □有 

  【エレベーター】 □無  □有 

 

（注意） 

１．この面は、共同住宅等に係る申請の場合に作成してください。 

２．住戸の階数が二以上である場合には、【３．専用部分の床面積】に各階の床面積を併せて記

載してください。 

３．【４．当該住戸への経路】の欄は該当するチェックボックスに「」マークを入れてくださ

い。 

４．この面は、住宅性能表示等他の制度の申請書の写しに必要事項を補うこと、複数の住戸に関

する情報を集約して記載すること等により記載すべき事項の全てが明示された別の書面をも

って代えることができます。 

 

 

共同住宅等以外の申請の場合は記載不要

ですが、未記入で添付してください。 
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（第四面：法第５条第１項又は第２項の規定に基づく申請の場合） 

 

２．建築後の住宅の維持保全の方法及び期間 

定期点検等実施予定者：〇〇株式会社 

定期点検等実施予定者所在地：〇県〇市〇区〇町〇丁目〇番〇号 

維持保全の方法：【別添維持保全計画書参照】 

維持保全の期間：30 年 

 

３．住宅の建築及び維持保全に係る資金計画 

① 建築に係る資金計画 

建築に要する費用 2000 万円 

 

 

 

② 維持保全に係る資金計画 

修繕資金として年間６万円の積立を行う。 

 

 

 

 

４．住宅の建築の実施時期 

〔建築に関する工事の着手の予定年月日〕  令和〇年     〇月   〇日 

〔建築に関する工事の完了の予定年月日〕  令和〇年     〇月   〇日 

 

（注意） 

１．３①欄には、建築に要する費用の概算額を記載してください。 

２．３②欄には、住宅の修繕に要する費用の年間積立予定額を記載してください。 

３．共同住宅等に係る申請である場合でも、３①及び②欄とも、一棟に係る費用を記載してくだ

さい。 

４．この面は、複数の住戸に関する情報を集約して記載すること等により記載すべき事項の全て

が明示された別の書面をもって代えることができます。 

  

法第５条第３項の申請時 

本ページ添付不要 

・法人の場合は法人名を記載 

・認定計画実施者本人の場合は「認定計画実施者」と記載 

法人の場合は所在地を記載 

※認定計画実施者本人の場合は記載不要 

着手日以前に申請が必要です。 
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（第四面：法第５条第３項の規定に基づく申請の場合） 

 

２．建築後の住宅の維持保全の方法の概要 

定期点検等実施予定者：〇〇株式会社 

定期点検等実施予定者所在地：〇県〇市〇区〇町〇丁目〇番〇号 

維持保全の方法：【別添維持保全計画書参照】 

維持保全の期間：30 年 

 

３．住宅の建築に係る資金計画 

建築に要する費用 2000 万円 

 

 

 

４．住宅の建築の実施時期 

〔建築に関する工事の着手の予定年月日〕  令和〇年    〇月    〇日 

〔建築に関する工事の完了の予定年月日〕  令和〇年    〇月    〇日 

 

５．譲受人の決定の予定時期  令和〇年  〇月 

 

（注意） 

１．３欄には、建築に要する費用の概算額を記載してください。また、共同住宅等に係る申請で

ある場合でも、一棟に係る費用を記載してください。 

２．この面は、複数の住戸に関する情報を集約して記載すること等により記載すべき事項の全て

が明示された別の書面をもって代えることができます。 

  

法第５条第１項・第２項の申請時 

本ページ添付不要 

・法人の場合は法人名を記載 

・認定計画実施者本人の場合は「認定計画実施者」と記載 

法人の場合は所在地を記載 

※認定計画実施者本人の場合は記載不要 

譲受人の決定が「５．譲受人の決定の予定時期」を超え

ると変更申請が必要になります。（同月の場合は不要） 

・６カ月以内の変更 →規則７条に基づく軽微な変更 

・６カ月を超える変更→法８条に基づく変更認定申請 

着手日以前に申請が必要です。 
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委 任 状 
 

 次の者を代理人と定め、『長期優良住宅の普及の促進に関する法律（平成２０年法律第８７号）』

に関する下記の手続きについて、一切の権限を委任します。 

 

 （代理人） 

  【資  格】  （〇級）建築士   （大臣又は○○知事）登録第〇〇〇〇〇号 

  【氏  名】〇〇 〇〇 

 

 （代理人の所属する建築士事務所） 

  【郵便番号】〇〇〇―〇〇〇〇 

  【所 在 地】〇県〇市〇区〇町〇丁目〇番〇号 

  【電話番号】〇〇〇―〇〇〇―〇〇〇〇 

  【資  格】  （〇級）建築士事務所（○○県）知事登録第〇〇〇〇〇号 

  【建築士事務所名】〇〇〇〇建築設計事務所 

 

記 

 

  【敷地の地名地番】 

相模原市〇区〇町〇番〇 

  【委任事項】  

 １．認定申請手続き        

        ２．変更認定申請手続き      

        ３．承認申請手続き        

        ４．取りやめ申出書の手続き     

        ５．申請取下げ届出書の手続き 

        ６．建築又は維持保全の取りやめ申出書の手続き   

７．軽微な変更届出書の手続き 

 ８．工事完了報告書の手続き 

  

 

      令和〇年   〇月   〇日 

 

          （委任者） 

           住  所 〇県〇市〇区〇町〇丁目〇番〇号 

 

           氏  名 ○○ ○○                 

  

※代理者は建築資格を有する建築士としてください 

申請書と整合させてください。 

申請書と整合させてください。 

押印は不要です。 

委任状は任意様式になりますが、 

以下の情報の記載は最低限必要です。 

・代理者情報（資格情報含む） 

・委任内容 

・委任日 

・委任者情報 

・対象地 
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相模原市設計内容チェックリスト 

自然災害による被害の発生の防止又は軽減への配慮チェックリスト 
■「神奈川県土砂災害警戒情報システム」で下記区域を表示印刷した区域図(縮尺最大

・カラー印刷)に計画住宅位置を明記の上、提出してください。 
※区域の内外の判断が明確でない場合には、別途図書を求めることがあります。 
🔎検索 神奈川県土砂災害情報ポータル＞土砂災害のおそれのある区域 
 認定できない区域 

区域の内外 区 域 根 拠 法 

■外 地すべり防止区域 地すべり等防止法第 3 条第 1 項 
(昭和３３年法律第３０号) 

■外 急傾斜地崩壊危険区域 
急傾斜地の崩壊による災害の防止に関す
る法律第 3 条第 1 項 
(昭和４４年法律第５７号) 

■外 土砂災害特別警戒区域 
土砂災害警戒区域等における土砂災害防
止対策の推進に関する法律第 9 条第 1 項 
(平成１２年法律第５７号) 

 

 

住宅の専用面積表 

床面積の合計 
※建築基準法の床面積を
記載してください。 

120.00 ㎡ 
※この面積は認定申請書(第一号様式)第二面第５欄に記載してくださ
い。 

一戸建ての住宅の場合 
：各階の床面積 
※長期優良住宅の規模基
準に則った面積を記載し、
複数階ある場合にはそれ
ぞれ階段面積を除いた面
積を記載してください。 

1 階 65.00 ㎡ 
うち階段部分の面積 5.00 ㎡ 

階段部分を除いた面積 60.00 ㎡ 
2 階 55.00 ㎡ 

うち階段部分の面積 5.00 ㎡ 
階段部分を除いた面積 50.00 ㎡ 

 階  ㎡ 
うち階段部分の面積  ㎡ 

階段部分を除いた面積   
※太枠の面積を認定申請書(第一号様式)第二面第６欄に記載してくだ
さい。 

 

  

第二面５と一致 

（付属建築物を除く） 

第二面６と一致 

次項①参照 

次項②参照 

次項③参照 
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神奈川県土砂災害情報システムを元に作成。 

カラー印刷の上添付してください。 

（https://dosyasaigai.pref.kanagawa.jp/website/kanagawa/gismap/map?mapmode=kuiki） 

 

 

  

③ 土砂災害特別警戒区域 

① 地すべり防止区域 

※「砂防三法指定区域」

の凡例にチェックを入

れると表示されます。 

② 急傾斜地崩壊危険区域 

※「砂防三法指定区域」

の凡例にチェックを入

れると表示されます。 

計画敷地をマーキングし

てください。 

https://dosyasaigai.pref.kanagawa.jp/website/kanagawa/gismap/map?mapmode=kuiki
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区域該当＆適合チェックリスト 
■「都市計画指定状況図」で計画地情報を表示の上、印刷したものをカラー（凡例を含

む。）で提出してください。 
🔎検索市ホームページトップ＞市政情報＞さがみはら地図情報＞都市計画指定状況図 
 原則認定できない区域 

区域の内外 区 域 
■外 促進区域 (都市計画法第 4 条第 4 項) 

内・外 
都市計画施設の区域 (都市計画法第 4 条第 6 項) 
※住宅が当該区域になく、かつ、当該区域を除いた敷地が建蔽率＆容積率に適
合する場合は認定可能（その場合には、把握できる図書を添付してください。） 

内・外 
市街地開発事業の区域 (都市計画法第 4 条第 7 項) 
※許可書が交付された計画にあっては、認定が可能となる場合があります。 
（許可書を添付してください。） 

■外 市街地開発事業等予定区域 (都市計画法第 4 条第 8 項) 

 適合を求められる区域 
区域の内外 区 域 添付図書 

内・外 地区計画の区域 
(都市計画法第 12 条の 4 第 1 項第 1 号) 

地区計画の区域内におけ
る行為の届出書 

※市内全域区域内 

対象規模 

以上・未満 

景観計画区域 
(景観法第 8 条第 1 項) 事前協議済証 

内・外 建築協定の区域 
(建築基準法第 69 条) 事前協議書 

内・外 景観協定の区域 
(景観法第 81 条)  事前協議書 

  

市内全域区域外 

次項①参照 

市内全域区域外 

次項③参照 

次項④参照 

次項⑤参照 

次項⑥参照 

次項②参照 

都市指定状況図はカラー印刷してください。（凡例を含む。） 
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さがみはら地図情報を元に作成。各区域の詳細は関係課にお問い合わせください。 

カラー印刷の上添付してください。凡例も必ず添付してください。 

（https://sagamihara.geocloud.jp/webgis/?z=18&ll=35.57143%2C139.37317&t=%E5%9C%B0%E5%BD%A2%E5%9B%B3&mp=1

1&op=76&vlf=0047ffffffff） 

 

 
 

①都市計画施設 

②市街地開発事業 

③地区計画 

④景観計画 

⑤建築協定 

⑥景観協定 

https://sagamihara.geocloud.jp/webgis/?z=18&ll=35.57143%2C139.37317&t=%E5%9C%B0%E5%BD%A2%E5%9B%B3&mp=1

